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会科学研究所の 2014 年度春季調査団の一員として実現することになり、期待が大きく弾んだ。 
私が憲法研究者として本学での教員生活を始めた翌年、1964 年 8 月にアメリカによる謀略の
「トンキン湾事件」が起こり、その次の年 1965 年 2 月からアメリカのベトナム空爆が全面展開
された。それだけに、アメリカ帝国主義による侵略戦争に対する、ベトナム人民の不屈の闘い
は、私の心に深く刻まれ、大学等の授業でしばしば取り上げて、学生等と討論し、私の初期の
論文のテーマになった。そして長期にわたる闘いの末、1975 年 4 月 30 日にベトナム人民軍に
よりサイゴンが解放されたことは感動をもたらすものであり、翌 5 月 1 日のメーデーでは、デ
モ行進の後、大学の同僚と、南ベトナムの解放に心からの祝杯を挙げたことをよく記憶してい
る。 
















－ 68 － 
入を図った。1955 年 10 月に南ベトナム共和国の樹立が宣言され、コ・ジン・ジェムがその大
統領に就任した。アメリカのかいらい政権としてのゴ・ジン・ジェム政権に対して、南ベトナ
ムでの人民の闘いは困難な中に進み、1960 年 12 月南ベトナム解放民族戦線が結成された。そ


















体的・精神的異常の救済を求めた集団訴訟では、被告の各社が 1 億 8000 万ドル（当時の為替レー
トで約 430 億円）の和解金を支払い、裁判を終結させている。こうしたアメリカの非人道的姿
勢は引き続き、国際的にもきびしく追及されていかなければならないと思われる。 
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乗り出て、ハノイに住む両親と再会した由。そしてその娘さんはその後結婚し、子供を出産し
たとのことである。 




第 3 日めの 3 月 13 日（金）午前にホーチミン市社会科学院で行われた、私たち一行に対する












古田氏がまとめるところによると、1986 年 12 月のベトナム共産党第 6 回大会で採択された











際的協力関係の拡大」を、現代における安全保障の条件に指摘する、1988 年 5 月のベトナム共
－ 70 － 

























また同工場は当地での創業以来 18 年を経ているが、発足時の労働者が 100 人余りいる由で、労
使にとり安定した職場になっていることを伺えた。 
ホーチミン市の第 3 日め午後に、工場団地の一画にある Liberty Lace 社を訪れた。ここは台
湾の資本と技術が投下され、刺繍・レース等の生産が大規模に行われているということで、経
営者は台湾の人、工場の運営はベトナム女性が担当している由である。その点で古田氏の前掲
書 244 頁以下の叙述で、1994 年 10 月のベトナムへの外国投資を国・地域別に見ると、1 位が台
湾（18 億ドル）、2 位香港（16 億ドル）、3 位韓国（8 億ドル）、4 位オーストラリア（6.3 億ド
－ 71 － 





第 4 日め 3 月 14 日（土）午前には、ホーチミン市南部に日本のイオンモールが出店し、2014
年 1 月に開店したイオンモールの商業施設を訪れた。ここは shopping mall、super market、
department store、映画館、bowling & game center を含む巨大施設で、土曜日とあって、多くの
ベトナム市民が訪れていた。そこの総支配人の日本の方が私たちに説明してくれた。ここの従
業員は 2000 人で、2 交代制とのこと。そしてホーチミン市民の平均年令は 27.4 歳とのことで、
ベトナム戦争の影響で 40 代人口が極端に少ないことが注目される。このイオンモールに集客す
るために、一定区間で無料のバスを運行するが、店の消費者としての対象は、モーターバイク











































関係の方針転換をせざるをえなかった。それが 1986 年のドイモイに現われている。 





こうしてベトナムは、1986 年ベトナム共産党第 6 回大会がドイモイを提唱し、1988 年ベトナ
ム外相が ASEAN 加盟の希望を表明し、1989 年ベトナム軍がカンボジアより撤退し、またベル
リンの壁が崩壊した。1991 年ベトナム共産党第 7 回大会で「全方位外交」路線を採用し、また
カンボジア問題に関するパリ和平協定が成立、そしてベトナムは中国と国家間関係を正常化さ
－ 73 － 
せる。1992 年ベトナムはパリ条約に加盟し、ASEAN のオブザーバーに認められる。1994 年ア
メリカ合衆国は対ベトナム経済封鎖を解除し、ベトナムは ASEAN 正式加盟を申請し、1995 年
ベトナムは ASEAN に加盟し、また 1998 年ベトナムは APEC（アジア太平洋経済協力会議）に
正式加盟し、ベトナムは着実な国際参加をはたしてきた。 
またベトナム史の研究者である古田元夫氏が「ベトナム戦争の世界史的意義」（『しんぶん赤







シナ海の平和的管理へ ASEAN が環境づくり」（『しんぶん赤旗』2015 年 9 月 28 日付）参照。 
ASEAN の多角的で、地球規模の不戦共同体の取り組みが、さらに、日本、韓国、北朝鮮、中
国、ロシア、アメリカを含む東北アジア地域の平和保障形成の礎材ともなりうる展開であるこ
とは、とくに注目される。 
